
修正箇
所

修正内容 付記

表紙 （平成28年度修正） 修正年度を記載

総則‐3-5 （東京電力パワーグリッド（株）） 社名変更による修正

総則‐4-1 平成27年10月時点の本町の人口は14,724人で、世帯数は5,053世帯となっている。 平成２７年国勢調査結果数値に修正

総則‐4-2 また、高齢化が急速に進み65歳以上の人口割合が33.5％(平成27年10月1日現在、国勢調査)平成２７年国勢調査結果数値より算出

総則‐4-2 平成２７年国勢調査結果を追加

総則‐4-2 平成２７年国勢調査結果数値に修正

多古町地域防災計画修正箇所一覧



総則‐4-2 年齢階級別人口の数値から再グラフ化

地震-1-2

千葉県では、近い将来、千葉県に大きな影響があると考えられる地震として、①東京湾北部
地震、②千葉県東方沖地震、③三浦半島断層群による地震を想定し、「平成19年度千葉県
地震被害想定調査」を実施している。その後④千葉県北西部直下地震による地震を想定し、
「平成26・27年度千葉県地震被害想定調査」を追加実施したところである。
地震等の想定条件は、次のとおりである。

平成26・27年度千葉県地震被害想定調
査に関して追記

地震-1-2
平成26・27年度千葉県地震被害想定調
査結果を追加

地震-1-2

本町の震度は、東京湾北部地震、千葉県東方沖地震ともに震度５強及び震度５弱、三浦半
島断層群による地震では震度５弱及び震度４、千葉県北西部直下地震では震度6強、震度6
弱、震度5強と予測されている。液状化危険度は、東京湾北部地震、千葉県東方沖地震、三
浦半島断層群による地震、千葉県北西部直下地震ともに町域全体としては液状化の可能性
は低いものと予測されているが、栗山川付近の低地の一部において「危険度が高い」、「危険
度がやや高い」とされる範囲が見られる。

平成26・27年度千葉県地震被害想定調
査結果を追記



地震-1-3
平成26・27年度千葉県地震被害想定調
査による震度分布図を追加

地震-1-3
平成26・27年度千葉県地震被害想定調
査による液状化危険度分布図を追加

地震-1-3

被害が最も大きくなる千葉県北西部直下地震の冬１８時、風速８m/秒のケースにおける被害
概要を中心に、以下に述べる。詳細については、「平成２６・２７年度　千葉県地震被害想定
調査報告書」による。
ア  建物被害と人的被害
多古町における被害予測としては、建物被害は、揺れによるものが全壊約１８０棟、半壊約８
３０棟、液状化によるものが全壊約２０棟、急傾斜地崩壊によるものが全壊約１０棟となって
いる。また、人的被害としては、死者０名、建物被害や急傾斜崩壊等による負傷者数が約１１
０名と予測されている。

平成26・27年度千葉県地震被害想定調
査結果数値に修正

地震-1-4

イ  ライフライン
多古町における被害予測としては、上水道機能支障率４７％、都市ガス機能支障３件、ＬＰガ
ス機能支障率９％と予測されている。
ウ  避難者
多古町における被害予測は、発生１日後に約４１０人、２週間後にはピークとなり避難者数
は、約２，０００人となり、１ヶ月後でも約１，１００人が避難生活を送ると予測されている。
エ  帰宅困難者
多古町民の帰宅困難者予測としては、ゾーン外外出者約４，８００人のうち、約２，３００人と予
測されている。
オ  エレベーター閉じ込め台数
多古町における被害予測としては、故障等による約１０台と予測されている。

平成26・27年度千葉県地震被害想定調
査結果数値に修正



地震-1-4
平成26・27年度千葉県地震被害想定調
査結果を追記

地震-2-1 ２ 過去の災害教訓の伝承（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-2-1 ３ 防災広報の充実（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-2-25 ４ 外国人に対する対策（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-2-32 １ 食料・生活必需物資等の供給体制の整備（総務課　産業経済課） 関係課を追記

地震-2-34 １ 防災拠点等の整備（総務課　企画空港政策課　生涯学習課　） 機構改革により課名を修正

地震-2-34

また、多古町保健福祉センターは、災害時に福祉避難所となり災害時要配慮者情報収集拠
点としての役割を果たし、多古こども園は、被災した家庭の復旧作業等を支援するため、必
要に応じて保育時間の延長や一時保育の受入を行うなど、被災者支援施設としての役割を
果たす。

環境省所管会計検査指摘により追記

地震-2-36 ２ 一斉帰宅の抑制（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-2-37 ３ 帰宅困難者等の安全確保対策（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-2-37 ４ 帰宅支援対策（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正



地震-3-3 機構改革により課名を修正

地震-3-4 機構改革により課名を修正



地震-3-5
機構改革により課名及び参集人員を修
正

地震-3-7
機構改革による課名及び分掌事務を修
正



地震-3-8
機構改革による課名及び分掌事務を修
正

地震-3-11
平成２７年国勢調査人口の変動から適
用基準が変更となったことにより修正

地震-3-15 (カ) 東京電力パワーグリッド（株）通信施設 社名変更による修正

地震-3-23 ４ 災害時の広報（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-3-27 ５ 避難所の開設（総務課　生活環境課　学校教育課　生涯学習課　保健福祉課） 関係課を追記

地震-3-27 ６ 安否情報の提供（総務課　住民課　保健福祉課） 関係課を追記

地震-3-55 ５ 経費負担区分（財政課） 機構改革により課名を修正

地震-3-60 １ 一斉帰宅抑制の呼びかけ（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-3-60 ４ 帰宅困難者等の把握と情報提供（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-3-60 ５ 一時滞在施設の開設及び施設への誘導（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

地震-3-61 ６ 徒歩帰宅支援（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正



地震-3-61 ７ 帰宅困難者（特別搬送者）の搬送（総務課　企画空港政策課　保健福祉課） 機構改革により課名を修正

地震-3-71
地震災害が発生したとき、東京電力パワーグリッド（株）は、以下のとおり非常災害対策本部
を千葉支店内に設置する。

社名変更による修正

地震-3-79

災害が起こった場合、ボランティアの受入登録・派遣等を行うため、町は被災の状況を踏ま
え、必要に応じて町災害ボランティアセンターの設置を決定する。町災害ボランティアセンター
の設置運営は、多古町社会福祉協議会が行い、町はこれを支援する。町と社会福祉協議会
は「ボランティアセンター設置運営に関する協定」を締結し、円滑な運営を図る。町災害ボラン
ティアセンターの設置位置は、多古町立図書館（多古町多古2540-1）とする。

災害ボランティアセンターの設置位置決
定により追記

地震-4-1 １ 被災者に関する支援の情報の提供等（総務課　住民課　税務課） 関係課を追記

地震-4-4 ７ 生活相談（住民課） 関係課を追記

地震-4-4 ９ 義援金（財政課　出納室） 機構改革により課名を修正

地震-4-4 機構改革により課名を修正

地震-4-12 ２ 特別財政援助額の交付手続き等（財政課） 機構改革により課名を修正

東海-2-3 社名変更による修正

東海-3-5 １ 広　報（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正



東海-5-2 機構改革により課名を修正

東海-5-6 ２ 警戒宣言時の広報（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

東海-5-9 １ バス、タクシー等対策（企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

東海-5-15 東京電力パワーグリッド（株）は、警戒宣言が発せられた場合、次の対策を講じる。 社名変更による修正

風水-2-1 ２ 過去の災害教訓の伝承（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-2-1 ３ 防災広報の充実（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-2-9

イ  町は、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報の発表など土砂災害発生の危険が予
想されたときは、体制の強化を図り、土砂災害警戒判定メッシュ情報などの土砂災害発生の
切迫性や危険度の推移がわかる補足情報、前兆現象を参考にして、土砂災害発生のおそれ
がある地域を特定した上で、的確に「避難準備・高齢者等避難開始」、「避難勧告」等を発令
する。
特に「避難準備・高齢者等避難開始」は、要配慮者等が避難を開始するための情報であるこ
とから、町は、当該要配慮者の避難に要する時間を的確に把握するよう努める。

国の避難勧告等に関するガイドライン改
定に伴う修正

風水-2-27 ４ 外国人に対する対策（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-2-33 １ 食料・生活必需物資等の供給体制の整備（総務課　産業経済課） 関係課を追記

風水-2-35 １ 防災拠点等の整備（総務課　企画空港政策課　生涯学習課） 機構改革により課名を修正

風水-2-35

また、多古町保健福祉センターは、災害時に福祉避難所となり災害時要配慮者情報収集拠
点としての役割を果たし、多古こども園は、被災した家庭の復旧作業等を支援するため、必
要に応じて保育時間の延長や一時保育の受入を行うなど、被災者支援施設としての役割を
果たす。

環境省所管会計検査指摘により追記

風水-2-37 １ 一斉帰宅の抑制（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-2-37 ２ 情報連絡体制の整備（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-2-37 ３ 帰宅困難者等への情報提供（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正



風水-3-2 機構改革により課名を修正

風水-3-3 機構改革により課名を修正

風水-3-4 機構改革により課名を修正



風水-3-4
機構改革により課名及び参集人員を修
正

風水-3-5
機構改革による課名及び分掌事務を修
正



風水-3-6
機構改革による課名及び分掌事務を修
正

風水-3-9
平成２７年国勢調査人口の変動から適
用基準が変更となったことにより修正

風水-3-13 (カ) 東京電力パワーグリッド（株）通信施設 社名変更による修正

風水-3-25 ４ 災害時の広報（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-3-31
(イ) 町長は、避難行動要支援者等、自力での避難に時間を要する住民に対して特に配慮す
るものとし、町が作成した『避難勧告等の判断・伝達マニュアル』に基づき、「避難準備・高齢
者等避難開始」の発表、「避難勧告」及び「避難指示（緊急）」を行うものとする。

国の避難勧告等に関するガイドライン改
定に伴う修正

風水-3-31

(２) 「避難準備・高齢者等避難開始」、「避難勧告」又は「避難指示（緊急）」の内容
町長等が「避難準備・高齢者等避難開始」の発表や避難の勧告又は指示を行う場合は、状
況の許す限り次の各号に掲げる事項を明らかにして、これを行うものとする。

国の避難勧告等に関するガイドライン改
定に伴う修正

風水-3-31 エ  「避難準備・高齢者等避難開始」、避難勧告又は指示の理由
国の避難勧告等に関するガイドライン改
定に伴う修正



風水-3-32 ５ 避難所の開設（総務課　生活環境課　学校教育課　生涯学習課　保健福祉課） 関係課を追記

風水-3-33 ６ 安否情報の提供（総務課　住民課　保健福祉課） 関係課を追記

風水-3-57 ５ 経費負担区分（財政課） 機構改革により課名を修正

風水-3-63 １ 一斉帰宅抑制の呼びかけ（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-3-63 ４ 帰宅困難者等への情報提供（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-3-63 ５ 一時滞在施設の開設及び施設への誘導（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

風水-3-74
東京電力パワーグリッド(株)は、災害時における電力施設の応急対策が社会一般に及ぼす
影響の大なることに鑑み、電力施設災害対策計画を次のとおり定める。

社名変更による修正

風水-3-83

災害が起こった場合、ボランティアの受入登録・派遣等を行うため、町は被災の状況を踏ま
え、必要に応じて町災害ボランティアセンターの設置を決定する。町災害ボランティアセンター
の設置運営は、多古町社会福祉協議会が行い、町はこれを支援する。町と社会福祉協議会
は「ボランティアセンター設置運営に関する協定」を締結し、円滑な運営を図る。町災害ボラン
ティアセンターの設置位置は、多古町立図書館（多古町多古2540-1）とする。

災害ボランティアセンターの設置位置決
定により追記

風水-4-1 １ 被災者に関する支援の情報の提供等（総務課　住民課　税務課） 関係課を追記

風水-4-4 ７ 生活相談（住民課） 関係課を追記

風水-4-4 ９ 義援金品の配付（財政課　出納室） 関係課を追記

風水-4-4 機構改革により課名を修正

風水-4-12 ２ 特別財政援助額の交付手続き等（財政課） 機構改革により課名を修正

放射-3-2 ６ 広報相談活動体制の整備（総務課　企画空港政策課　生活環境課　保健福祉課　学校教育課）機構改革により課名を修正

放射-4-1 ２ 緊急時における放射線モニタリング等活動の実施（生活環境課） 関係課を追記

放射-4-2 ５ 広報相談活動（総務課　企画空港政策課　生活環境課　保健福祉課）
機構改革により課名を修正、関係課を
追記

火災-2-2 １ 広報宣伝（総務課　企画空港政策課　産業経済課　学校教育課） 機構改革により課名を修正

火災-3-5 ２ 危険物（総務課　都市整備課　生活環境課　多古中央病院　消防本部） 関係課を追記

交通-1-2 １ 情報の収集・連絡体制の整備（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

交通-1-2 ２ 協力・応援体制の整備（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

交通-1-2 ４ 防災訓練（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

交通-1-3 機構改革により課名を修正



交通-1-3 機構改革により課名を修正

交通-1-3 ２ 情報の収集（総務課　企画空港政策課） 機構改革により課名を修正

交通-1-5 ３ 応急対策（総務課　企画空港政策課　生活環境課　保健福祉課　多古中央病院　消防本部）機構改革により課名を修正

交通-1-8 社名変更による修正

交通-2-5
３ 危険物等を積載する車両の事故等による危険物等の流出への対処
（総務課　都市整備課　生活環境課　消防本部） 関係課を追記


